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《参考》 

本文や図表中に記載されている内容は次のとおりです。 

・【継】当初計画から継続する項目、目標 

・【新】新たに追加した項目、目標 

・【再】見直しの結果、再設定した項目、目標 

・【削】削除した項目、目標 
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１ 中間評価・見直しについて 

データヘルス計画は、保険者が健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ

効率的な保健事業を実施するための計画です。本町では、平成３０年度から令和５年度を計画期間

とする上三川町第２期国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）を策定し、保健事業を

実施してきました。 

第２期データヘルス計画の中間年度にあたる令和２年度は、中間評価・見直しの年度となってい

ます。中間評価・見直しを行う目的は、立案した計画の進捗状況を確認し、計画が滞っている場合

は、事業効果を高めるための改善策等を検討し、目標達成に向けた方向性を見出すことにあります。 

そこで、中間評価・見直しにあたりデータヘルス計画全体としての評価を行うため、データヘル

ス計画を構成する個別保健事業計画に基づいて実施された事業の実績等を振り返り、計画の目的・

目標の達成状況・指標の在り方について、データ分析等をもとに整理、評価を行いました。評価の

結果、目標達成が困難と見込まれる事業については、課題や目標達成を阻害する要因を分析し、改

善方法を検討のうえ、必要に応じて実施内容等の見直しを行いました。 

 

 

第２期データヘルス計画の中間評価・見直しのスケジュール 

平成 28年度 

（2016） 

平成 29年度 

（2017） 

平成 30年度 

（2018） 

令和元年度 

（2019） 

令和 2年度 

（2020） 

令和 3年度 

（2021） 

令和 4年度 

（2022） 

令和 5年度 

（2023） 

令和 6年度 

（2024） 

         

 

  

第１期 

第２期データヘルス計画期間 

第３期 

中間評価 

・見直し 

計画策定 

平成 30 年

度実績 

令和元年度

実績 

令和２年度

実績 

令和３年度

実績 

令和４年度

実績 

令和５年度

実績 

計画策定 
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２ 計画の目的の見直し 

 計画の目的に目標値が設定されていなかったため、新たに目標値を設定しました。 

（１）健康寿命の延伸     

【新】目標値 

評価指標 ベースライン 平成28年度 令和 5年度 

健康寿命 
男性 79.28歳（78.29～80.28） 

女性 82.61歳（81.80～83.41） 

男性   80.2歳 

女性   83.6歳 

   ※栃木県保健福祉部算定 （）内は 95％信頼区間 

    

《参考》平均自立期間（県南医療圏） 

（男性）                 （女性） 

  

                            資料：ＫＤＢ「地域の全体像の把握」 

 

（２）医療費の適正化 

【新】目標値 

評価指標 平成28年度(ベースライン) 令和 5年度 

1人当たり医療費 

（１月当たり） 

入院    9,137円 

外来   17,483円 

入院    9,400円 

外来   17,700円 

 

《参考》１人当たり医療費（１月当たり） 

（入院）                 （外来） 

   

                            資料：ＫＤＢ「市区町村別データ」 
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３ 重点的保健事業の中間評価と見直し 

計画の目的を達成するため、保健事業について中間評価を行い、事業内容の見直しを行いました。 

（１）特定健診受診対策                    

目的 特定健診の受診率を向上し、生活習慣病のリスクを早期発見する。 

取組内容 ◎環境整備 

土日の実施、女性の日の設定、地域のコミュニティセンター等での実施 

◎受診勧奨通知の工夫 

40～50歳代男性向けの通知内容を検討 

◎周知啓発 

自治会健康教育やふれあい健康福祉まつり等で受診勧奨 

評価指標 

目標値 

 

評価指標 短期目標(令和 2年度) 長期目標(令和 5年度) 

特定健診受診率 54％ 60％ 
 

実績値  

評価指標 ベースライン※ 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

特定健診受診率 47.6％ 47.5％ 49.2％ 47.2％ 

※平成 28年度 

要因（うまくいっ

た・うまくいかな

かった要因） 

特定健診受診率は、ほぼ横ばいで推移しているが、高止まりの状態。 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大の影響で、定員を約半数に削減し

たため積極的な受診勧奨は行えなかった。 

見直し・ 

改善策等 

40 歳到達者や社保から国保の切り替えなど、初めて特定健診対象になる方へ

の受診勧奨を強化する。また、まだら受診者を減らすために、はがきによる受診

勧奨を強化し、継続受診するよう働きかける。 

最終目標値 ・【継】特定健診受診率 60％ 

・【新】未受診者への通知件数   3,000件 

・【新】国保新規加入手続時に住民課窓口でチラシを配布 100％ 

 

《参考１》特定健診受診率、県内順位 

 

                        資料：法定報告値 
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《参考２》健診受診状況 

（男性）                 （女性） 

  

             資料：ＫＤＢ「厚生労働省様式（様式５－４）健診受診状況」（令和元年度） 
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（２）特定保健指導実施対策 

目的 特定保健指導により早期の段階で生活改善を図る。 

取組内容 ◎環境整備 

土日開催、実施日に都合が悪い者へは町保健師が個別に実施 

◎利用勧奨 

未予約者へ個別に電話勧奨 

◎効果的な指導 

対象者の状況（初回または継続）に応じた効果的な実施のため、委託先と指導内

容を協議 

評価指標 

目標値 

 

評価指標 短期目標（令和 2年度） 長期目標（令和 5年度） 

特定保健指導 
対象者の減少率 

H20年度比 
17％減少 

H20年度比 
25％減少 

特定保健指導 
実施率 

54％ 60％ 
 

実績値  

評価指標 ベースライン※ 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

特定保健指導 
対象者の減少率 10.0% 14.8% 7.4% 21.8% 

特定保健指導 
実施率 48.8％ 49.8％ 33.1％ 37.3％ 

※平成 28年度 

要因（うまくいっ

た・うまくいかな

かった要因） 

特定保健指導対象者にリピーターが多く、利用意欲が低い可能性がある。 

 

 

見直し・ 

改善策等 

令和２年度から、集団健診当日に特定保健指導の初回面接を行う特定保健指

導分割実施を開始した。健診当日に初回面接を実施することで、別日に来所する

必要がなく、保健指導の実施率の向上が見込まれる。 

 特定保健指導は「必ず受けるもの」と捉えてもらい、実施率を上げていく。 

最終目標値 ・【継】特定保健指導対象者の減少率  H20年度比 25％減少 

・【継】特定保健指導実施率  60％ 

 

《参考》特定保健指導受診率、県内順位 
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（３）糖尿病重症化予防 

目的 糖尿病の重症化を予防し医療費削減に努める。 

取組内容 ◎情報提供 

糖尿病境界域段階（空腹時血糖 100㎎/dl以上 126㎎/dl未満または HbA1c5.6％

以上 6.5％未満）の者へ、予防段階以上への移行を予防するために、広報、パン

フレット配布等による啓発 

◎受診勧奨 

糖尿病重症化予防段階（空腹時血糖 126 ㎎/dl 以上または HbA1c6.5％以上）で

過去 1 年間に糖尿病受療歴がない者へ、糖尿病の重症化を予防するために、結

果説明会等において医療機関への受診勧奨 

受診勧奨者の受診結果を確認し、未受診の場合は再勧奨 

◎保健指導 

糖尿病性腎症重症化予防段階（上記抽出基準を満たす者のうち尿蛋白（±）以上

または eGFR60ml/分/1.73㎡未満）の者のうち、本人及びかかりつけ医の同意が

あった者に対し、食事・運動等の保健指導 

評価指標 

目標値 

 

評価指標 短期目標（令和 2年度） 長期目標（令和 5年度） 

情報提供者割合 47％  45％ 

精密検査受診率 55％ 60％ 

受診勧奨者割合 12％ 10％ 

保健指導実施件数  5件 10件 
 

実績値  

評価指標 ベースライン 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

情報提供者割合 42.5％※1 42.5％ 46.7％ 52.6％ 

精密検査受診率 74.2％※1 74.2％ 87.3％ 86.2％ 

受診勧奨者割合  3.5％※1  3.5％  4.3％  3.9％ 

保健指導実施件数   7件※２ —   7件   6件 

 

参考値 ベースライン 平成30年度 令和元年度 

保健指導対象者数  71件※２ 71件 56件 

 

※１ 平成 29年度  ※２ 平成 30年度 

要因（うまくいっ

た・うまくいかな

かった要因） 

病院受診の必要はないが、血糖値が軽度異常の状態である情報提供者割合は

増加傾向である。この段階できちんと情報提供し、悪化しないためのアプローチ

を継続することが重要である。 

 受診勧奨の方に対して、集団健診結果説明会を活用し、個別面接で結果を説明

しながら受診の必要性を説明した。また、その後、精密検査を受診していない方
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に対し、受診の意向等を電話支援などで確認し、受診勧奨を強化したことで、精

密検査受診率が 80％以上まで上昇したことに繋がったと思われる。 

 保健指導対象者の方に対し、集団健診結果説明会において、健診結果を説明し

ながら、今後、透析に移行しないために生活習慣の見直しが必要であることを説

明し、糖尿病重症化予防相談会を案内したことが実施件数の維持に繋がったと

思われる。 

 糖尿病重症化予防の対象者は、情報提供者数が減少しても受診勧奨者が増え

ると糖尿病が悪化していることになるため、３つのステップを相対的に評価し

ていく必要がある。 

見直し・ 

改善策等 

情報提供者割合の増減だけに着目するのではなく、それに伴って受診勧奨者

や保健指導対象者の割合の増減に着目していく必要がある。また、情報提供に関

しては、対象者に対する実施率 100％を目標とし、継続していく必要があるので

指標を追加することとした。 

 受診勧奨をしても拒否する方がいるが、重症化することのリスクを丁寧に説

明しながらアプローチしていく。 

保健指導は実施件数だけでなく、指導後の血液データ等の改善率も評価して

いくことが必要である。 

最終目標値 ・【継】情報提供者割合  45％ 

・【新】情報提供実施率  100％ 

・【再】精密検査受診率  90％ 

・【再】受診勧奨者割合  3.5％ 

・【継】保健指導実施件数  10件 

 

 

《参考》疾病別医療費（入院＋外来の上位疾病別医療費） 

順位 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

１ 糖尿病 6.5% 糖尿病 7.3% 糖尿病 6.5% 糖尿病 6.8% 

２ 
慢性腎不全 

(透析あり) 

6.1% 慢性腎不全 

(透析あり) 
5.9% 

慢性腎不全 

(透析あり) 
5.1% 

慢性腎不全 

(透析あり) 
5.6% 

３ 高血圧症 5.5% 高血圧症 5.4% 高血圧症 4.4% 高血圧症 4.4% 

４ 統合失調症 4.1% 脂質異常症 4.2% 脂質異常症 3.8% 脂質異常症 3.5% 

５ 脂質異常症 4.0% 統合失調症 3.9% 統合失調症 3.2% 肺がん 3.1% 

                        資料：ＫＤＢ「医療費分析（２）大、中、細小分類」 
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（４）健康マイレージ 

目的 健康マイレージを通して、健康づくりのきっかけを作る。 

取組内容 ◎事業の周知啓発 

出前健康教育やイベント等での周知啓発 

評価指標 

目標値 

 

評価指標 短期目標（令和２年度） 長期目標（令和５年度） 

参加者数 650人 700人 
 

実績値  

評価指標 ベースライン※ 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

参加者数 449人 589人 560人 552人 

※平成 28年度 

要因（うまくいっ

た・うまくいかな

かった要因） 

一度参加した方は再度参加してくれる方は多いが、新規参加者が少ない。 

健康マイレージチャレンジシートを全戸配布し周知しているが、参加者数の伸

びには繋がらない。 

見直し・ 

改善策等 

広報やホームページ、町実施の運動教室や栄養教室、介護予防事業等を通し、

マイレージ事業に参加することのメリットを伝え、チャレンジシートを配布し

ていく。 

記録に残すことで自身の行動を振り返り、行動変容のきっかけになることを

周知し、個人で取り組むことが出来る生活習慣改善事業として紹介していく。 

最終目標値 ・【継】参加者数 700人 
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４ その他の保健事業の中間評価と見直し 

 その他の保健事業についてそれぞれ中間評価及び事業内容の見直しを行い、関連する事業に分けて整理しました。 

 

①特定健診受診率向上に関する保健事業 

計画目標 ベースライン 

(H28年度) 

実績値 成功または 

未達要因 
見直し・改善策等 最終目標値 

保健事業名 指標 目標値 H29年度 H30年度 R1年度 

人間ドック助成

事業 

助成件数 180件 135件 148件 134件 140件 広報への掲載や被保険

者証の一斉更新時に案

内を同封しているが、あ

まり助成件数の増加に

つながらない。 

広報での周知等の他に

国保加入の手続きの際

に、特定健診の案内と併

せてチラシを配布し、周

知に努める。 

【継】助成件数 

   180件 

 

②重症化予防に関する保健事業 

計画目標 ベースライン 

(H28年度) 

実績値 成功または 

未達要因 
見直し・改善策等 最終目標値 

保健事業名 指標 目標値 H29年度 H30年度 R1年度 

集団健診結果説

明会 

保健師講話 実施 実施 実施 実施 実施 

 

 

 

 

 

集団での保健師講話を

実施していたが、講話を

聴いていく参加者は少

数。 

令和２年度は新型コロ

ナウイルス感染症の感

染防止対策として保健

師講話を中止。 

生活習慣病重症化予防

事業を強化し、ハイリス

ク者に対するアプロー

チとする。 

【削】保健師講話 

  

※生活習慣病重症化予

防事業へ統合 

 

生活習慣病重症

化予防事業 

個別指導 

実施率 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 

 

 

 

集団健診結果説明会に

おいて対象者に個別指

導を実施。参加できなか

った方へは電話や窓口

等で個別指導を実施し

てから返却した。 

令和２年度から本事業

と集団健診結果説明会

を統合し、個別指導を強

化する。 

【継】個別指導実施率 

   100％ 
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計画目標 ベースライン 

(H28年度) 

実績値 成功または 

未達要因 
見直し・改善策等 最終目標値 

保健事業名 指標 目標値 H29年度 H30年度 R1年度 

【新】未治療者

フォローアップ 

精 密 検 査

受診率 

50％     集団健診結果説明会に

おいて、精密検査の受診

勧奨を個別に実施して

いたが、その後の受診状

況の管理が出来ていな

かった。 

受診勧奨した者が、確実

に受診につながってい

るか確認し、未受診の場

合には、再勧奨する。 

【新】精密検査受診率 

   50％ 

生活習慣病予防

改善栄養教室 

参加者数 150人 

(25人×6回) 

109人 127人 85 人 100人 一度参加すると、リピー

ターになる方が多い。そ

のため、参加者数は維持

できるが、新規参加者が

少ないことが課題であ

る。 

参加しているのは健康

意識の高い方が多い。食

に興味がなかった方に

も参加意欲を持っても

らえるよう、生活習慣病

予防事業の対象者に周

知を強化し、新規参加者

を募っていく。 

【再】参加者数 

   120人 

   (20人×6回) 
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③健康寿命延伸に関する事業 

計画目標 ベースライン 

(H28年度) 

実績値 成功または 

未達要因 
見直し・改善策等 最終目標値 

保健事業名 指標／目標値 H29年度 H30年度 R1年度 

【一般介護予防

事業】 

介護予防・生活

支援サービス事

業対象者把握事

業 

・年間実施人数 

 80人 

・うち介護予防

事業対象者  

75 人 

45 人 

 

42 人 

 

32 人 

 

29 人 

109人 

 

49 人 

130人 

 

31 人 

地域包括支援セン

ター等での把握の

他、介護予防相談

会、地域のミニサロ

ン等において基本

チェックリストを

実施し、年間実施人

数は大きく伸びて

きているものの、事

業対象者数は伸び

ていない現状にあ

る。 

令和２年度は新型

コロナウイルスの

影響により相談件

数が増えており、事

業対象者数は増え

る見込みである。 

地域包括支援セン

ター等での把握だ

けでなく、地域に出

向いた形での把握

事業について改善

を講じながら継続

していく必要があ

る。また、特に、健

康維持に関する意

識が低い方への周

知や実施方法につ

いて今後検討して

いく。 

 

 

【再】年間実施人数 

   240人 

うち介護予防 

   事業対象者 

   100人 
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計画目標 ベースライン 

(H28年度) 

実績値 成功または 

未達要因 
見直し・改善策等 最終目標値 

保健事業名 指標／目標値 H29年度 H30年度 R1年度 

【一般介護予防

事業】 

介護予防普及啓

発事業 

 

実施回数及び 

参加者数 

①介護予防教室 

(～H30年度) 

60 回 900人 

②フォローアップ 

48 回 1,440 人 

③介護予防相談会 

（H30 年度～） 

3 か所 

 

 

60 回  890人 

 

 

48回 1,403人 

 

― 

 

 

61回 1,036人 

 

 

48回 1,397人 

 

― 

 

 

60回   973人 

 

 

48回 1,299人 

 

3 か所 

 

 

― 

 

 

45 回 1,125 人 

 

3 か所＋出張型

10 回 

在宅介護支援セン

ターによる介護予

防教室は平成 30 年

度に終了し、平成 30

年度より町内３地

区での介護予防相

談会を開始したも

のの、参加人数は少

ない状況にある。 

フォローアップ教

室参加者数も年々

減少している。 

介護予防が必要な

高齢者に適切な支

援や情報が届いて

いない可能性があ

る。 

介護予防事業対象

者を適切に把握し、

必要な支援・サービ

スにつないでいく

必要がある。 

事業内容の充実を

図ると共に、広報周

知の工夫を図る。 

各関係機関と連携

した取り組みを継

続する。 

高齢者の保健事業

と介護予防等の一

体的実施に併せた

連携した取り組み

を行う。 

①【削】 

②【継】48回 

1,440 人 

③【継】3か所 

 

※事業の見直しによ

り①を廃止し、③

を開始 
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計画目標 ベースライン 

(H28年度) 

実績値 成功または 

未達要因 
見直し・改善策等 最終目標値 

保健事業名 指標／目標値 H29年度 H30年度 R1年度 

【介護予防・生

活支援サービス

事業】 

多様なサービス

の確保 

①新たな訪問型

サービスの実施 

②新たな通所型

サービスの実施 

③通所型サービ

スＢの年間１か

所以上の普及 

なし 

 

なし 

 

1 か所 

なし 

 

なし 

 

2 か所 

なし 

 

開始 

 

2 か所 

なし 

 

開始 

 

2 か所 

多様なサービスの

確保として、通所型

サービスＡ・Ｂ・Ｃ

の実施がされてい

る。 

通所型サービスＡ

については各事業

所の特徴を活かし、

数が増えてきてい

る。 

訪問型サービスＡ・

Ｃ・Ｄについては、

実施に至っていな

い。 

通所型Ｂについて

は、月４回の回数の

しばりの負担が運

営者側に大きく、設

置箇所が増えない

現状にある。 

地域の実情に合わ

せ、要支援者等の状

態に応じたサービ

スが選択していけ

るよう、新たなサー

ビスの創出や既存

のサービスの拡大

に向け、関係機関等

との協議を行って

いく。 

①【継】新たな訪問

型サービスの実

施 

②【継】平成 30年

度開始済み 

③【再】通所型サー

ビスＢの普及 

５か所 

【介護予防・生

活支援サービス

事業】 

訪問型サービス 

住民主体による

訪問型サービス

の実施に向けて、

関係機関と協議

する 

なし なし なし なし 新たな訪問型サー

ビスＢの創出には

至っていないもの

の、それに代わるサ

ービスとして「ボラ

ンティアポイント

制度」の実施に向け

協議を行い、令和１

年度に開始となっ

ている。 

ボランティアポイ

ント制度の利用促

進と事業の安定化

を図ると共に、地域

のニーズを把握し、

実情に合わせたサ

ービスの創出につ

なげられるよう関

係機関との協議を

続けていく。 

【継】住民主体による

訪問型サービスの

実施に向けて、関係

機関と協議する 
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計画目標 ベースライン 

(H28年度) 

実績値 成功または 

未達要因 
見直し・改善策等 最終目標値 

保健事業名 指標／目標値 H29年度 H30年度 R1年度 

【介護予防・生

活支援サービス

事業】 

通所型サービス 

・「元気向上くら

ぶ」 

 年 12回 

 

・「創年倶楽部」 

１か所につき 

年 50 回 1,250人 

・年 12回 

 実人数 11

人 

 

・1か所 31回 

 延 727 人 

・年 12回 

 実人数 15人 

 

 

・2か所 76回 

 延 1,875人 

・年 12回 

 実人数 16人 

 

 

・2か所 90回 

 延 2,042人 

・年 12回 

 実人数 8人 

 送迎つき 

 

・2か所 82回 

 延 1,727人 

 

※コロナの影

響あり 

・元気向上くらぶに

ついては、令和元年

度より送迎付きの

コースを新設し、利

用に繋がりやすい

状況を整えている。 

・創年倶楽部は 

２か所設置されて

おり、目標回数・延

人数には至ってい

ないものの、住民主

体で地域の実情に

応じた活動が積極

的に展開されてい

る。 

通所型Ｂについて

は、月４回の回数の

しばりの負担が運

営者側に大きく、設

置箇所が増えない

状況にある。 

元気向上くらぶに

ついては、令和２年

度から２コース実

施予定｡介護予防の

取り組みの必要な

高齢者が適切な利

用につながるよう

内容の充実と広報

周知の強化を図る。 

くろねえ事業等に

おいて地域の実情

やニーズを把握し、

高齢者支援協議体

にて居場所の在り

方や新たなサービ

スの創出について

の協議を続ける。 

 

 

・「元気向上くらぶ」 

【再】年 24 回 

【新】実人数 30人 

 

・「創年倶楽部」 

【再】５か所 

【継】１か所につき 

年 50回 1,250人 

地域包括ケアに

係る取り組み 

国保担当者及び健

康福祉課保健師の

地域包括ケア会議

参加（年 4回） 

国保担当者 0

回 

健康福祉課保

健師 4回 

国保担当者 4

回 

健康福祉課保

健師 4回 

国保担当者 4

回 

健康福祉課保

健師 4回 

国保担当者 4回 

健康福祉課保健

師 4回 

平成 29 年度より地

域包括ケア会議に

国保担当者が参加

をしており、連携を

図った協議が行え

ている。 

引き続き関係部局

との連携を図りな

がら地域包括ケア

システムの体制整

備に努める。 

高齢者の保健事業

と介護予防等の一

体的実施に併せた

連携した取り組み

を行う。 

【継】国保担当者及び

健康福祉課保健師

の地域包括ケア会

議参加（年 4回） 
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④医療費削減に関する保健事業 

計画目標 ベースライン 

(H28年度) 

実績値 成功または 

未達要因 
見直し・改善策等 最終目標値 

保健事業名 指標 目標値 H29年度 H30年度 R1年度 

がん検診 

 

各項目受診率 

①胃がん 

②肺がん 

③大腸がん 

④乳がん 

⑤子宮がん 

50％ 

 

30.1％ 

48.6％ 

43.3％ 

45.5％ 

37.8％ 

 

28.7％ 

48.0％ 

43.0％ 

44.2％ 

36.4％ 

 

7.0％ 

48.8％ 

43.3％ 

42.8％ 

35.3％ 

(暫定) 

25.9％ 

47.5％ 

41.9％ 

42.6％ 

34.9％ 

各がん検診受診者にお

ける精密検査対象者へ

は受診勧奨を実施して

いるが、がん検診自体の

個別受診勧奨等は実施

していない。勤務先や家

族健診等で受診してい

る町民も多い。 

受診率は各項目 50％

の目標を維持。精密検査

の受診勧奨を継続して

いく。 

【継】各項目受診率 

   50％ 

若年者健康診査 早期に生活

習慣病のリ

スクを発見

し、リスク

の高い者へ

は専門職が

個別指導し

重症化を予

防する。 

個別通知や

ホームペー

ジによる周

知を行い、

受診者を増

加させる 

260人 247人 255人 287人 若年者健康診査対象者

の受診券に若年者健診

の項目（受診金額）を印

字している。予約の有無

に関わらず、健診当日で

も受診できる体制を整

備した。 

若年のうちから健診を

受診することで、特定健

診に移行後も受診意欲

が高まるため、事業は継

続していく。 

受診者の中で生活習慣

病重症化予防の対象値

に該当する場合は、保健

指導を確実に実施して

いく。 

【再】受診者数 

   260人 

医療費通知事業 通知回数 2 回 2 回 2 回 3 回 2 回 令和元年から診療内容

の確認や医療費の削減

となるよう、確定申告に

合わせて 1 月～10 月分

を 2 月に、11 月・12 月

分は 8月に 2回に分けて

通知するよう変更した。 

引き続き医療機関の受

診確認、医療費の削減を

図ることを目的に実施

していく。 

【継】通知回数 

2 回 
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計画目標 ベースライン 

(H28年度) 

実績値 成功または 

未達要因 
見直し・改善策等 最終目標値 

保健事業名 指標 目標値 H29年度 H30年度 R1年度 

後発（ジェネリ

ック）医薬品差

額通知事業 

通知回数 2 回 2 回 

 

(利用率 

70.2%) 

2 回 

 

(利用率 

74.3%) 

2 回 

 

(利用率 

77.9%) 

2 回 

 

(利用率 

80.7%) 

差額通知の他に広報へ

の掲載や被保険者証の

一括更新時にパンフレ

ットを同封している。 

後発医薬品の利用率は

年々上がっており、差額

通知の対象者は減少傾

向にある。今後も差額通

知を実施していく。 

【継】通知回数 

   2回 

【新】利用率 

   85％ 

重複・頻回受診

者保健指導事業 

指導実施率 70％ 

 

26％ 

 

(6件/23件) 

20％ 

 

(5件/25件) 

80％ 

 

(4件/5件) 

100％ 

 

(1件/1件) 

対象者の件数が少ない

ため年度により数値が

大きく変動している。 

 

対象者の件数が少なく

実績値の変動が大きい

ため、目標値を実施率で

はなく、実施件数に変更

し実施していく。 

【削】指導実施率 

【新】指導実施件数 

   3件 

 

⑤健康増進に関する保健事業 

計画目標 ベースライン 

(H28年度) 

実績値 成功または 

未達要因 
見直し・改善策等 最終目標値 

保健事業名 指標 目標値 H29年度 H30年度 R1年度 

自治会健康教育 実施自治 

会数 

地 区 ご と

に 1自治会

以上 

本郷：2 

明治：1 

上三川：2 

本郷：1 

明治：3 

上三川：1 

本郷：1 

明治：1 

上三川：2 

本郷：0 

明治：3 

上三川：2 

例年、同じ自治会が希

望。 

健康教育の対象を自治

会に限定せず、地域の団

体等を含めた健康教室

に統合し実施していく。 

【新】健康教室 

  実施団体数 ３団体 

食育フェスタ 参加者数 

(延べ人数) 

増加 924人 864人 993人 826人 食育クイズや食育かる

た等の体験ブースと幼

稚園・保育園、小中学校

や各団体のパネルを展

示し、広く啓発した。 

子どもから大人まで楽

しめるイベント内容を

検討し、参加者を増やし

ていく。 

【継】参加者数(延べ人数) 

増加 
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計画目標 ベースライン 

(H28年度) 

実績値 成功または 

未達要因 
見直し・改善策等 最終目標値 

保健事業名 指標 目標値 H29年度 H30年度 R1年度 

健康増進運動教

室 

・水中運動教室 

・フィットネス教室 

・ウォーキング教室 

参加者数 

    

 

20 人 

50 人 

50 人 

 

 

31 人 

18 人 

43 人 

 

 

14 人 

40 人 

45 人 

 

 

12 人 

33 人 

43 人 

 

 

7 人 

37 人 

39 人 

水中運動教室の参加者

は減少傾向。 

平成 17 年度から各教室

をスタートし、新規申し

込みを対象としている

ため参加者が増えてい

かない。各教室の見直し

が必要。 

令和２年度から水中運

動教室とウォーキング

教室を廃止。事業につな

がりを持たせ、ウォーキ

ングビギナー教室から

フィットネス教室へ移

行できるよう事業を組

み立て直し、令和３年度

から実施していく。 

参加者数 

【削】水中運動教室 

【再】フィットネス教室 

４0人 

【削】ウォーキング教室 

【新】ウォーキングビギ

ナー教室 45人 

 


